政策ニュースレター第1147号
社会保障審議会少子化対策特別部会・保育第1専門委員会（第3回）報告
日　時：2009年9月29日（火）17:00～19:00

場　所：中央合同庁舎4号館共用108会議室

出席者：＜委員＞ 大日向・恵泉女学園大学教授、吉田・連合生活福祉局次長、飯塚・三鷹市子育て支援室長、市原・三鷹市子育て支援室長、柏女・淑徳大学教授、川崎・NTTドコモダイバーシティ推進室長、木原・全国私立保育園連盟常務理事、榊原・読売新聞記者、佐藤・全国保育協議会施設検討委員会委員長、高橋・日本保育協会理事、椋野・大分大学教授。＜特別部会委員＞岩淵・東北福祉大学教授、庄司・立教大学教授、内海・吉村小児科院長。＜事務局＞伊岐・雇用均等児童家庭局長、香取審議官他。

議　題：保育の必要性の判断～公的保育契約等

　第1次報告（2009.2.24）が示した新たな保育制度においては、市町村が保育の必要性・量（時間）を判断し、実際の入所の是非については受入保育所が決定することになっている。今回は、優先的に利用確保すべき子ども、および短時間勤務者等の子どもに対する利用保障（保育時間）の範囲について議論した。

　冒頭説明があった事務局（厚生労働省）案は次のとおり（別添参照）。

優先的利用確保

○利用確保の仕組みは、①保育所に対して定員の弾力化等による優先受入義務を課す、②各保育所に優先受入枠を設け、当該枠はそれ以外の子が利用できないようにする、③各保育所が受入を決定するの「何らかの順位付け」において高順位として取り扱う。

○優先的に利用確保するべき子は、㋑虐待事例の子、㋺母子・父子家庭の子、㋩市町村が個別に判断する類型（例：障がい児等）。㋑は上述①の仕組み、㋺は②、㋩は①～③の仕組みで取り扱う。
○優先的に利用確保されない子どもの保育利用については、市町村が客観的基準（フルタイム勤務者の子どもは、短時間勤務者の子どもより上位とする等）による「何らかの順位付け」に関するガイドラインを示し、保育所はガイドラインに則った基準を定め、実際の受けいれ結果を公表する。

利用保障範囲

○3歳未満の子どもについては、市町村が長時間（11時間）と短時間（例えば6時間程度）とに区分し保障上限量を認定する。利用者は必要な量のサービスを利用する。

○3歳以上の子どもについては、子どもの生活の連続性や幼稚園と共通した就学前教育としての性格を配慮し、利用保障の範囲の区分を設けない。

○超過勤務等で保障上限量を超える利用に対する財政支援については、働き方の見直しの観点も踏まえ、負担のあり方を検討する。

　被虐待児と父子・母子家庭の子どもについては、現行制度と同様に新たな制度においても、優先的に利用を確保していくべきことが、委員会の総意として確認された。また、「各市町村の要保護児童対策地域協議会を活用するべき」（飯塚委員）、「市町村は斡旋だけではなく、保護者に保育利用を勧奨していくべき」（柏女委員）など、地域が積極的に児童虐待防止に関与していくべきことが提起された。

　優先利用の仕組みについては、「優先枠は定員とは別に別に確保するべき」（高橋委員、佐藤委員）など、市町村の「優先利用」斡旋によってそれ以外の子どもの利用が制限される事態を懸念する意見があった。

　「何らかの順位付け」等については、「利用者からの苦情に対応するためにも、市町村はガイドラインを定めるべき」（高橋委員）、「各保育所における入所決定は、市町村が関与した仕組みにするべき」（佐藤委員）、「第1希望に入所できなかったから、第2希望の保育所に入所申込をするのでは利用者の負担が大きい。市町村が関与した『連絡協議会』等が調整するようなワンストップサービスの制度にするべき」（木原委員）など、保育団体からは市町村の関与を現行制度以上に強化・明確にするべきとの意見があった。吉田委員は、「継続就労支援だけではなく、非就業の状態にいる者の就労支援という観点から、短時間勤務者でも保育を利用できる制度にするべき。従来と同様に、短時間勤務者はフルタイム勤務者より下位に順位付けされるのでは、保育利用を制限し、就労意欲も減退してしまう。何らかの工夫が必要」と意見した。

　利用保障の上限については、「超過勤務するしないは、個人で選択できない。その部分利用に財政保障しないのはいかがか」（椋野委員）、「延長・夜間保育を利用せざるを得ない環境を作っている企業の責任を明らかにし、負担を議論するべき」（榊原委員）、「ワーク・ライフ・バランスに取り組んでいる企業が、努力していない企業と同じ負担をするのはおかしい」（川崎委員）など、11時間を超えた利用については、企業に取り組み・財政負担を求める声があがった。

　3歳未満の短時間勤務者の子どもには「短時間保育（6時間程度）」の区分を設け3歳以上には設けない事務局案については、「（3歳以上について）『朝も来なさい』では、夜間勤務者などは一度も子どもと食事ができない」（榊原委員）、「（3歳未満について）保育士との愛着という観点から6時間は短い、7～8時間は必要」（佐藤委員）などの意見が出された。

　大日向委員長は、「何らかの順位付け」については「大括りのものにしても、ガイドラインなどの市町村の関与が必要。連絡協議会など、介護のケアマネージャーのような機能をもった機関を設けるべき」、利用保障量については「施設型をベースとしながらも、もっと多様な保育があっていいのではないか」ととりまとめた。

以上
